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１．G30 について 
 大阪大学における学部英語プログラム、いわゆる G30 の人間科学コースは

2011 年秋学期からスタートし、2020 年には 10 期生を迎えた。 
 G30 人間科学コースは、2008 年に政府が打ち出した「留学生 30 万人計画」

を契機として、その後、文部科学省が 2009 年度に開始したプロジェクト「国際

化拠点整備事業」（のちに「大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業」

に変更、2014 年度をもって終了）に採択されたことによりスタートした。その

後、2015 年度からは文部科学省のさらに包括的な大学全体としての国際化を推

進する「スーパーグローバル大学創成支援事業」がはじまり、G30 に採択され

た以外の大学でもグローバル化の一環として英語で学位取得可能なプログラム

が推進されてきている。 
 G30 以前の日本への留学生については、途上国の人材育成といった援助型の

枠組みが基本であったとされている（柳沢 2019）。そのため、国費留学生など

で来日した外国人学生は各大学の日本語教育センターで、一定の期間、日本語を

学び、その後に本来の所属に配属するという過程を取っていた。 
 しかし、2008 年に策定された文部科学省の「留学生 30 万人計画骨子」には、

その趣旨として「優秀な留学生を戦略的に獲得していく」方針が明確に示され、

その方策の一つとして英語のみによる学位取得が可能なコースの設立が求めら

れた。2009 年に出された「国際化拠点整備事業公募要領」には、冒頭の「事業

の背景・目的」において、「急速なグローバル化や世界の有力大学間の競争が激



化する中、我が国の大学においては、優れた留学生の獲得や戦略的な国際連携に

より、大学の国際競争力の強化、留学生等に魅力的な水準の教育等を提供すると

ともに、留学生と切磋琢磨する環境の中で国際的に活躍できる高度な人材を養

成することが急務です」と書かれている。 
 こうした目的に対して、G30人間科学コースはどのようなものであったのだ

ろうか。 
 
２．大阪大学人間科学部におけるG30プログラム 
 日本における英語による学位プログラムは戦後の早い時期から、キリスト教

系の大学ですでに行われていた（堀内 2016）。その後、1990年頃から、大学

や学部を新設する際のキーワードとして「国際化」が強く叫ばれるようにな

り、2000年代には英語による大学教育に主眼を置く大学や学部が登場してきた

（堀内 2016）。「留学生30万年計画」が打ち出された背景にはそうした点もあ

った。しかし、G30プロジェクトに採択された13大学の中で国際化に応じたカ

リキュラムを持っていなかった大学は、新しく英語による学位取得プログラム

を、できれば大学全体としての枠組みを変えることなく、迅速に構築する必要

に迫られ、大阪大学人間科学コースも例外ではなかった。 
 大学における英語による学位取得プログラムについて嶋内（2012）は、在籍

者のほとんどが日本人学生である「国内留学型」、日本人学生と留学生が混在

する「双方向学習型」、主に留学生を対象とした「アジア英語圏留学型」の３

つのパターンに類型化している。また、堀内（2016）は具体的な大学における

設置形態から、「（1）大学全体で英語による課程を設置しているもの（大学全

体型）、（2）日本人学生も含め学部（または学科）全体の教授言語を原則とし

て英語のみとするもの（学部全体型）、（3）既存の学部内に留学生（または留

学生と日本人の帰国生）を対象とした英語によるプログラムを付加的に併設し

たもの（学部併設型）、（4）複数の学部を擁する大学において2つ以上の学部で

横断的にプログラムを構成・設置しているもの（学部横断型）」の4パターンに

類型化し、各大学のプログラムの型式をそれぞれにあてはめた。その結果、

「アジア英語圏留学型」かつ「学部併設型」が圧倒的に多いことが示された。 
 そして、このタイプのプログラムをあらわすのに比喩的に使われるのが「出

島」という表現であった。ただ、留学生プログラムを「出島」と呼ぶのはG30
から始まったことではなく、それ以前の援助型の留学生プログラムについても

「出島方式」と呼ばれていた（柳沢 2019）。また、担当教員や事務組織に対

しても同様に用いられている（ヴィッカーズとラプリー 2015；木村 

2016）。なぜ、このような型式が主流となったのかについて、堀内（2016）
は、「文部科学省によるG30設置について定員規模について条件が課されていな

いこと」、「学部・学科の新設や入学定員の増加には文部科学省への設置認可申



請が別途必要になるが、既存学部・学科内にコースとして付加的に設置する形

態であれば、設置認可や大規模な組織改編を伴わずに実施可能であること」、

「この事業において、どのような組織形態で英語による学位プログラムを設置

するかは、各大学の判断に委ねられたこと」の3点をあげている。また、嶋内

（2014）が指摘するように「日本の大学の場合、アカデミックな英語の運用に

不安がある、もしくは英語で専門科目を教える経験がない、といった理由で、

英語による授業を担当できる教員を既存の人材プールの中で準備できず、結果

として、海外留学経験のある若手の研究者やポスドクを非常勤講師や任期付の

助教として雇い、授業の英語化に対応しているというのが多くの大学で見られ

る現実ではないだろうか」という実際的な問題もあったのであろう。しかし、

こうした大学側の都合によって規定されたシステムは、グローバル人材の育成

や海外の優秀な人材の確保といった本来の目的に沿ったものであるといえるの

であろうか。しかし、日本の国立大学の置かれている状況を考えれば、そうせ

ざるを得なかったという現実も確かに存在していた。定員数が大きく、教職員

の配置の自由度が高い大規模私立大学とは違い、国立大学では教職員の数や交

付金の減少により、教員の研究以外に費やされる時間が増加しており、新たな

教育システムに時間や労力を割くような型式では理解を得るのが困難であっ

た。このため大阪大学では、インターナショナルカレッジというG30の人間科

学コースと化学・生物複合メジャーコースを一括管理する機構を立ち上げた。 
 人間科学コースの定員は７名で、毎年、10名前後の学生が入学してくる。授

業はすべて英語で行われるが、一般コースの教員が担当する授業は少なく、外

国人を中心としたG30の専任教員と非常勤講師に依存するところが大きくなっ

ている。人間科学部は文理融合型の研究分野の多様性を学部の特徴の一つとし

てあげているが、残念ながらG30の学生は、その恩恵を受けているとは言い難

い。希望すれば、一般コースの授業を受講することも可能だが、日本語での授

業を十分に理解できる学生は限られている。人間科学コースでは、当初から日

本国籍をもつ学生（海外の高校や日本人学校の出身者、国内のインターナショ

ナルスクールや国際バカロレア認定校出身者など）にも受験資格があり、毎

年、一定数（30～50％，二重国籍者を含む）を占めているが、それ以外の学生

は日本語が堪能ではない。結果としてG30に提供されている科目のみを履修し

て卒業することになってしまう。また、G30の専任教員は、任期付きの特任教

員となっており、一般コースの日本人教員との交流は、もともと個人的な交流

があったなどの場合を除いて、ほとんどない。実際にG30のプログラムの管理

運営を担っているのは、一般コースに所属する日本語が堪能な外国人教員であ

る。ヴィッカーズとラプリー（2015）はこうしたG30の外国人教員の状況につ

いて「彼らは外国人交換留学生と共に大学の中枢から実質的に隔離された周縁

の世界で生きる」と述べています。すなわち、教員もまた出島化しているとい



うことである。そうした環境の中で、G30の学生が日本での教育、研究に魅力

を感じ、卒業後に日本で研究を継続したいと考えるようになるであろうか。残

念ながら、もともと日本を興味の対象としていた学生しか残らないと思われ

る。 
 
３．G30 学生と日本人学生 
 G30の目的として「留学生と切磋琢磨する環境の中で国際的に活躍できる高

度な人材を養成すること」があげられている。言い換えれば、G30プロジェク

トの意義として、グローバル人材としての日本人学生の育成も求められている

わけである。しかし、「出島」でその役目を果たせるのであろうか。実際に、

G30が設置されて約10年がたった現在でも、大阪大学人間科学部の一般学生は

G30コースについてはほとんど関心がなく、その多くはG30の存在さえ認識し

ていない。これでは、G30学生と一般の日本人学生が交流を深め、切磋琢磨す

るという状況にはほど遠いといわざるを得ない。もちろん、中には交流を持っ

た学生もいたようであるが、例外的な存在でしかない。 
 ところで、先述したように、人間科学コースには、日本国籍をもつ学生も在

籍している。この点については、G30の開始時に、「グローバル人材の育成に国

籍は関係ないという意見が関係者の間で大半を占めた」（大西 2015）とされ

ているが、外国人学生のリクルートが当初は困難であったという実情も存在し

ていた。ただ、日本国籍者にとっては、「一種のAO制度」（大西 2015）であ

り、一部の大学にみられる帰国子女枠の入試と類似したものといえるかもしれ

ない。いずれにしても、言語の障壁がないはずの日本国籍のG30学生も、一般

学生との交流は個人的な範囲、たとえば、部活などのサークル活動など限られ

る傾向があり、両者の橋渡し的な存在とはなり得なかった。 
 他方、人間科学部の一般コースの日本人学生がグローバルな視野をまったく

持っていないというわけではない。むしろ、文系学部の学生としては、外国語

学部ほどではないとしても、積極的であると思う。例年、国際交流室への留学

相談の件数は100件前後あり、実際に留学する学生も短期の語学研修なども含

めると80名にのぼる。それなのに、なぜ身近なグローバル化の接点であるG30
との交流が進まないのであろうか。いろいろな要因が考えられるが、最も大き

なものは情報が与えられていないことだと思う。仮に日本人学生がG30の授業

を受けたいと思っても、まず時間割を知ることさえかなり困難である。また、

一般的に入学当初の方がいろいろなことに意欲的に取り組みたいと考えられる

が、共通教育（1年～2年前半）におけるG30の授業は、一般学生が受講しても

卒業要件の単位にはならないのである。これでは日本人学生の意欲をそいでし

まうであろうし、G30学生との交流の機会も限られてしまう。2年後半からの

専門教育では、単位となる授業もあるが、あまり日本人学生には周知されてお



らず、むしろ、他学部の学生の受講の方が多いかもしれない。また、2年後半

に研究分野への配属が決まってしまうと、英語の障壁があるというだけではな

く、G30の授業内容が専門と関係ないものが多くなるということも影響するの

であろう。 
 G30 学生が日本の大学を選ぶ理由は、単に英語で学位を取れるからというだ

けではない。それが理由なら、むしろ、日本以外の大学への進学を目指すであろ

う。実際に、合格後に辞退する学生も多くいる。これは大阪大学だけでなく東京

大学など他大学でも同様である（吉見 2019）。G30 学生の多くは、日本に興味

を持ち、日本語や日本語の文化を学びたいという大きな意欲を持っている。さら

に、日本人学生と交流したいという希望も当然持っている。しかし、ふれあうた

めの「場」がなければお互いの希望がかなうことはない。 
 
４．「場」として、なすべきこと 
 大学にグローバル人材の養成が求められている中で、人間科学部は G30 とい

ううってつけのシステムを持っている。それをいろいろな面で有効活用するの

は当然のことである。 
 それでは、G30 はどのような「場」であるべきなのであろうか。そして、その

ためにはどのようにシステムや環境の変容が必要なのであろうか。 
 現在の「学部併設型」のシステムを、堀内（2016）のいう「学部全体型」へと

変えるのは現実的に困難である。それならば、システム全体として大きく変更す

るのではなく、実際に可能な部分から手をつけていくしかない。 
 まずは何より必要なのは、人間科学部の一般コースの学生や教職員の意識改

革であると考える。G30 を特別な存在とするのではなく、同じ人間科学部の一

員としてとらえることが第一歩となる。そして、人間科学部の一般コースと G30
の教員や学生がそれぞれの関係を深めていくことが必要である。 
 これまで、一般コースに所属する教員の多くにとって、G30 は無関係なもの、

むしろ関わるとよけいな仕事が増えるだけの存在として見なされてきたかもし

れない。しかし、あらためて考えれば、G30 はグローバルな人材の供給源であ

り、日本人学生のグローバル化にとっても身近な交流対象といえる。 
 G30 の卒業生は約半数が大学院へと進学しているが、そのほとんどは海外な

ど他大学への進学で、人間科学研究科の大学院に進んだものはほんの数名であ

る。それも、すべて G30 の授業を受け持っている外国人教員の研究室であった。

すなわち、海外からの有能な人材を取り込むという G30 の意義が、ほとんど機

能していないのである。それも仕方がないことかもしれない。G30 の学生は人

間科学研究科の研究内容についての情報がほとんどなく、結局、G30 科目とし

て開講されている講義のみしか内容がわからないからである。しかし、人間科学

研究科の大学院への進学を目指している一般の留学生がすべて日本語を得意な



わけではない。人間科学研究科の様々な研究内容を知ることできれば、大学院を

受験しようとする G30 学生ももっと増えるに違いないであろう。そのためには、

共通教育から専門課程へと移行する時期に、各研究分野について紹介する機会

が必要ではないかと考える。さらに興味のある分野への研究室訪問といった取

り組み、演習科目などの英文講読にあてている授業への参加といったことも考

えられるであろう。その中で、研究室の日本人学生と英語で討論をするようにな

れば、まさにグローバルな研究展開が進んでいく可能性がある。また、日本人教

員、とくに若手教員の方には G30 での授業に参加してもらうようにしてはどう

であろうか。たとえばオムニバス形式の授業で、1，2 回を担当し、研究内容を

英語で説明する。あるいは、研究に関連する講義をゲストスピーカーとして G30
の授業で行う。そうした試みから、その研究分野に興味を持った G30 学生との

交流が深まっていくことであろう。 
 日本人学生を G30 の授業へ参加するように背中を押すことも重要である。

G30 への日本人学生の参加は、日本人学生にとっては GPA が下がる、G30 学生

にとっては授業のスピードが鈍ることに不満が出るといったデメリットもあげ

られるかもしれない。しかし、お互いにとって、それらを上回るメリットがある

と考えている。真摯な態度で日本人学生が授業に臨めば、G30 学生も認めてく

れるであろう。海外に留学した日本人学生でもなかなか授業について行くのは

難しいのと同じである。それこそ、日本で海外留学の予行演習ができるわけであ

り、G30 学生にとっても日本人の考え方を知るいい機会となる。 
 学生間の交流にももっと多くの「場」が必要である。とくに来日直後の G30
学生は不安も大きいであろうし、戸惑いもあるに違いない。その段階で日本人学

生との様々な交流ができれば、その後もスムーズな関係が期待できる。G30 の

学生が企画する集まりに日本人学生の参加を促す、国際交流室主催の留学生パ

ーティーをもっと広報する、人間科学部として G30 学生との交流を対象とした

イベントを開催するといったことも考えられる。何より、日本人学生に G30 の

存在をもっとアピールする必要がある。一緒に授業に参加する機会が増えれば

こうした交流も自然に深まっていくであろう。さらに教員同士の交流も必要で

ある。G30 の専任教員は現在 4 名しかいないが、その専門内容を把握している

日本人教員はほとんどいない。一般コースの授業とのコラボレーション、ゲスト

スピーカーとしての参加などやれることはいろいろとある。こうした交流を負

担増としてとらえるのではなく、大学のグローバル化という目標への有効な手

段としてとらえてもらいたい。 
 
５．「出島」から「開港」へ 
 人間科学部の一般コースの学生に対する卒業時アンケートにおいて、大学時

代にもっと力をつけたかったことという項目では、常に英語力という回答がト



ップになる。社会に出るにあたり、グローバル化の必然性を実感するということ

であろう。ただ、グローバル化というのは決して、語学力を意味するわけではな

い。むしろ。コミュニケーションには、語学よりも重要な要件がある。それは、

積極性、探求心、応用性といった大学の講義では教わらない様々なことである。

G30 は日本人学生にとって、それらを学ぶためのすばらしい機会を与えてくれ

ている。これからは、学生が積極的に参加するための柔軟な態勢が大学に求めら

れていくのではないだろうか。 
 昨年度、共通教育での G30 クラスの単位は卒業要件に含まれないことを知り

ながら、受講した日本人学生がいた。彼らの意欲は高く評価したいし、これから

も後に続く学生がいてくれることを期待している。そのため、教務係などと協議

して、その授業は卒業要件となるように変更してもらった。 
 最後に、ヴィッカーズとラプリー（2015）の「真のグローバル人材を生み出

せないのはアウトサイダーと意義のある交流をする機会が欠如しているからだ

とわかる」という言葉を引用して、終わりたいと思う。 
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